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218 同時多発テロ

同時多発テロ アメリカ合衆国をアメリカ、ロシア連邦をロシアと記す。

この事件の前提となる第四次中東戦争、湾岸戦争については№196参照。

湾岸戦争後も湾岸地域にアメリカ軍の駐留が続き、イスラーム急進派の中では反米感情が高まっていた。

「【1: 】」 2001.9.11 「9月11日事件」とも呼ばれる。

同時多発的に発生した、旅客機を用いた４件のテロ事件の総称

アメリカ東部の３つの飛行場から離陸した４機のアメリカ旅客機をほぼ同時刻にハイジャックした実行犯はあらかじめ

操縦訓練を行っており、操縦士を殺害し自ら旅客機を操縦、ニューヨーク世界貿易センタービル１号棟、２号棟及びア

メリカ国防総省に突入し、乗客・乗員と実行犯は全員死亡。他に突入前に墜落１機。乗っ取られた機体はボーイング767

型機と757型機で、操縦システムは基本的に同じ。２人のみで操縦でき、実行犯は軽飛行機の操縦免許を取得、767型機

ないしは757型機の操縦マニュアルを窃取して学習、PC上のシミュレーターで練習を重ねたとされる。元空軍パイロッ

トではないかとの説もある。これら４便は北米大陸を横断するアメリカ国内線の中では最も長距離を飛行するため燃料

積載量が多く、衝突後の延焼規模を大きくすることを意図したという説もある。

地上の死傷者も多数。ニューヨークで合計約3000人が死亡した。

旅客機は２棟とも中層階に激突したが、燃焼する航空燃料の熱で鉄骨の強度が著しく低下、ビル全体が縦方向に圧縮崩壊

する画像は世界を戦慄させた。要所に仕掛け爆弾があったという少数説もある。なお、9月11日は、選挙に勝利して成立し

た人類最初の社会主義政権、チリのアジェンデ政権が、1973年にアメリカのバックアップを受けた軍部のクーデターで倒

された日である。

1945年に、B-25爆撃機がエンパイア・ステート・ビルディングに激突したことがある。もちろんこれは事故。こ

れ以降、アメリカの高層ビルは航空機の衝突に耐えられるよう設計されるようになった。世界貿易センタービル

１号棟、２号棟も衝突の衝撃だけでは崩壊しなかった。

その後、アメリカ軍は報復としてアフガニスタン紛争、イラク戦争を行った。

アメリカ、イギリス空軍、【2: 】に猛烈な空爆 2001年10月

ブッシュ政権は、アフガニスタンの９割を実効支配するターリバーン政権に、9.11事件の首謀者としてビン=ラディン

とアルカイーダの引き渡しを要求したが、ターリバーンは拒否した。アメリカは、この事件はアルカイーダによる世界

秩序への挑戦であるとして、「対テロ戦争」を宣言した。アメリカ、イギリスは、9.11事件の首謀者をかくまっていると

いう理由で、アフガニスタンに猛烈な爆撃を実行した。NATOの承認、ロシア、中国などの同意を取り付けてから行っ

たが、国連憲章に基づく国連軍ではなく、有志諸国の集団的自衛権の発動として正当化された。アメリカは、弾道弾迎

撃ミサイル制限条約（1972年ソ連と締結）を一方的に破棄、核攻撃も辞さず、と言明した。アメリカは国際協調主義よ

りも単独行動主義に大きく傾斜した。

ターリバーン政権は崩壊し、親米政権は成立したが、事実上の内戦状態に近く、治安は極度に悪化。国連以外にも国境

無き医師団などのNGOやNPOが現地に入り、復興の手助けをしたが、ターリバーン等はこうした外国人を狙った誘拐

・殺人事件をしばしば起こしている。

2007年には韓国人23人が拉致され、うち二人が殺害される事件(2007年タリバン韓国人拉致事件)が起こり、2008年

にはNPOペシャワール会の日本人スタッフがターリバーンに誘拐・殺害される事件が起きた（アフガニスタン日本

人拉致事件）。一時は数万のアメリカ軍が駐留したが、オバマ大統領は2011年7月、アフガニスタンからの撤退を開

始させた。

【3: 】（あるいはタリバーン）はソ連撤退後のアフガニスタン内戦に勝利してアフガニスタンのほぼ全土で、

イスラーム原理主義に基づく支配を始めた。1996年以降は国際テロ組織アルカイーダと結びついた。なお、9.11の実行犯

はあくまでアルカイーダであってターリバーンではない。猛烈な空爆で、アフガニスタンのターリバーン政権は崩壊、親

米の暫定政権が発足したが、アメリカなどの国際的支援無しでは存立しがたい状況が続いている。

ビン=ラディンは、2011年5月2日、米国海軍特殊部隊が行った軍事作戦によって死亡したと報道されている。

2002年1月29日「悪の枢軸」発言
アメリカ合衆国のブッシュ大統領（息子）は、この日の一般教書演説で、反テロ対策の対象として北朝鮮、イラン、イラ

クの3ヶ国を名指し、これらの国を「悪の枢軸（axis of evil）」と総称して批判した。ブッシュ大統領は、これらの国々

を、人権の弾圧、大量破壊兵器の拡散、テロ組織支援によって世界に脅威を与える危険なテロ支援国家であるとして強く

非難した。そして、ついにこういうことになった。

【4: 】 2003.3.19～5.1 「第２次湾岸戦争」と呼ぶ学者もいる。

アメリカ、イギリスは、イラクが【5: 】を保有しているという理由で、国際世論の支持もないままイ

ラクに武力攻撃を加え、イラクを占領した。

2003.3.19- アメリカ、イギリス軍、イラクの要所に猛烈な空爆、精密誘導ミサイル攻撃を敢行。
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2003.4 バグダード突入、制圧。 フセイン政権は３週間で崩壊した。

2003.5.1 フセイン政権崩壊、アメリカは戦闘終結を宣言。しかし、実際は戦争状態。（現在も）

2003.12 フセイン拘束。 わが国の自衛隊が初めて重火器を携行して任務についた。（サマーワ）

2004.4 ファルージャの戦闘。

2004.6 暫定政権発足。 2005.4 移行政府発足。 2006.5.20 正式政府発足。

しかし、イラクは依然として混乱状態にある。 2006.12 フセイン処刑。

いわゆる「大量破壊兵器」について

ブッシュ米政権がイラク戦争遂行の大義として第一に掲げていたのは、≪イラクが大量破壊兵器を保有している≫という

ことだった。しかし、それは占領下での調査によっても発見されなかった。大量破壊兵器の捜索を続けていた米政府調査

団のチャールズ・デュエルファー団長は2004年10月6日、最終報告書を米議会に提出した。その要旨は、①開戦時にはイ

ラク国内に大量破壊兵器は存在せず、具体的開発計画もなかった。②国連制裁が解除されれば、再び開発に乗り出す意図

はあり、大量破壊兵器の開発を再開するための能力を維持しようとはしていたが、すでに兵器製造能力は減退していた。

③サダムは核への野望は捨ててはいなかった。また、同氏は取材記者に「（フセイン政権の崩壊で）世界はより平和にな

ったことには賛成しなければならない」と語った。ウラン濃縮用とされるアルミ管輸入などブッシュ政権が開戦の根拠と

した証拠についても「無関係」と断定した。

「文明の衝突論」
アメリカの一連の行動の背景には、1990年代以降登場した「文明の衝突論」がある（S.ハンチントンの著書名に由来）。

紛争の背景には文明同士の衝突が存在する。これは解決不能だから力の政策でそれを抑えなければならないというナンセ

ンスな議論である。しかしこれがアメリカ現政権を動かす理論となっているのが現実。これに対抗して元イラン大統領の

セイエド・モハンマド・ハタミは《文明間の対話を促進することで、対立を回避できる》という【6: 】を提

起した。国連でも正式に採用され、2001年は「国連の文明の対話年」とされたが、皮肉にもこの年、9.11同時多発テロ事

件が起こった。

国際協力の新段階
１）アメリカ・【7: 】の協調（冷戦時代にはありえなかった）で国際連合が有効に役割を発揮できるケースが増えた。

特に地域紛争後の【8: 】（PKO）が好例である。しかし、アメリカは特にブッシュ（息子）大統領の

時に、国連を無視して行動することがあり（前掲）、課題を残した。

国連平和維持活動（PKO） 関係国の同意・中立・非強制の３原則の下に派遣される小規模な軍隊や監視団で、

紛争の平和的解決や治安維持などを行う。冷戦終結後は、出動する件数は３倍になっている。

国連平和維持軍（PKF) PKOの一種で、同意と中立の原則の下に、軽武装の軍隊が行う。国際社会ではPKOとPKF

の境界は曖昧であるが、日本は憲法上の制約から、両者の区別を厳格に行おうとする。

自衛隊のPKO活動 1992年のカンボジアが初回。９回目のPKOが、2011年以降南スーダンで活動。2017年撤収。「戦

闘」があったと記録した派遣部隊の「日報」が隠匿されていたことが大問題とされた。

２）軍事面での国際協力には大きな制限があった日本では、安全保障関連法案が2015年可決（16年施行）され、①集団的自衛

権を認め、②自衛隊の活動範囲や、使用できる武器を拡大し、③有事の際に自衛隊を派遣するまでの国会議論の時間を短

縮し、④在外邦人救出や米艦防護を可能にし、⑤自衛隊員が上官に反抗した場合の処罰規定を追加した。戦後日本がブレ

ずに維持してきた「専守防衛」の政策を放棄するもので、憲法学者の多くは違憲であると断じている。「専守防衛」とは防

衛上の必要があっても相手国に先制攻撃を行わず、侵攻してきた敵を自国の領域において軍事力（防衛力）を以って撃退

する方針のことである。相手の攻撃を受けてから初めて軍事力を行使し、その程度も自衛に必要最低限の範囲にとどめ、

相手国の根拠地への攻撃（戦略攻勢）を行わない。戦力不保持・交戦権否認を規定する日本国憲法第９条と整合性を持っ

た軍事戦略であり国民的支持を得てきた。同様の戦略を基本としてきたドイツ連合軍は、1990年代に方針転換、現地で殺

害に加担したり、戦死者を出すようになった。日本もその後を追うのであろうか。

３）紛争当事国同士のインド・パキスタンが原爆を持ち、イスラエルも保有を推定され、北朝鮮も核実験を行うなど、明らか

に核兵器は拡散しており、新次元の対策が課題である。2009年、アメリカの【9: 】大統領はプラハで「核なき世

界」を国際社会に訴え、戦略兵器削減条約（2009年末失効）に替わる後継条約交渉を開始する契機を作った。

オバマは、2016年、原爆投下国現役大統領として初めて広島を訪問した。「71年前、晴天の朝、空から死が降ってきて世界

が変わりました。閃光と炎の壁がこの街を破壊し、人類が自分自身を破壊する手段を手に入れたことを示しました」（毎日

新聞より）から始まる予想を遥かに超える17分のスピーチを行った。（ネット上に全文あり。英語で読んでみよう）

４）通常兵器の削減

1993年 化学兵器禁止条約 1997年に発効。化学兵器の開発・生産・貯蔵・使用を禁止。生産施設を原則10年以内に廃棄。

1925年以降に他国領域内に同意なく遺棄した化学兵器についても廃棄処理を行う。実効的な検証制度を有するこ

とも特徴で、オランダのハーグに査察実施機関の化学兵器禁止機関（OPCW）が設置された。日本は、1993年に署

名、1995年に批准した。

1997年 対人地雷全面禁止条約 1999年に発効、締約国に保有地雷の４年以内の廃棄を義務づけた。1991年、アメリカのN

GO・米国ベトナム退役軍人財団とドイツのNGOメディコインターナショナルが対人地雷全面禁止に向けてキャンペ

ーンを立ち上げることで合意したことが端緒となり、非政府組織（NGO）の活躍が大きな役割を果たした。

日本は、1997年署名、1998年、国会承認、 1999年、効力発生。対人地雷は、アンゴラ、アフガニスタン、イラン、

イラク、カンボジア、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ、ベトナム、クロアチア、モザンビーク、ソマリア等が埋設

国として知られている。対人地雷生産国であるアメリカ、中国、ロシアなどは締約を拒否している。


